


 ごあいさつ
 当会の基本理念
 当会の考え方
 業績
 ＪＡバンク自己改革の取組
 地域貢献情報
 棚田保全活動への取組
 トピックス
 業務のご案内
 当会・ＪＡの主な商品･サービス
 主な手数料一覧
 当会の組織
 当会の沿革・歩み
 資料編
 財務諸表の適正等にかかる確認
 用語解説

1
2
4
25
27
29
44
46
49
51
60
61
64
65
118
119

も く じ

　本冊子は、農業協同組合法第５４条の３に基づい
て作成したディスクロージャー資料です。
　金額は、原則として単位未満を切り捨てのうえ表
示しており、合計が一致しない場合があります。
　また、計数中の"０"は計数が単位未満であること
を、"－"は該当する計数がないことを表しています。
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当会は、協同組合組織として会員ＪＡとの密接な連携のもと、効率的な組織機能を発揮す

ることにより、金融事業を通して農業の振興および農家経済の安定・向上を図るとともに、地域

社会の発展に貢献することを経営理念としています。 

当会は、農業の振興を基本とし、これに関連する事業を通して地域の活性化を図るため、会

員ＪＡと一体となって組合員および地域のニーズに即応した金融機能の強化に取組むとともに、

組合員や地域の皆さまの信頼と支持をより強固なものとするため、専門的機能を一層強化す

ることにより経営基盤の拡充を図っています。 

また、県連合会としての機能を発揮し、会員ＪＡの負託に応えられるよう、事業収益の安定

確保と経営効率化に向けた取組を積極的に進めるとともに、一層強靭な経営体質を構築する

ため、自己資本の増強とコンプライアンス態勢・利用者保護等管理態勢・リスクマネジメント態

勢の強化に取組んでいます。 

当会は、中期経営計画（２０２２～２０２４年度）を策定し、以下４項目を基本戦略として取組

みます。 

また、経営数値目標を設定し、経営基盤の安定に取組みます。 

○ＪＡバンク中期戦略支援

「農業」・「くらし」・「地域」の各領域において金融仲介機能を発揮し、農業・地域の成長

支援、ライフプランサポートの実践および貸出の強化等の支援に取組みます。

○ＪＡ支援体制の強化

食農関連企業との取引拡大等を支援する農業金融応援プロジェクトによる取組および資

産形成・相続等の相談に対応した取組の支援等を行います。

○農業金融・地域密着型金融への取組強化(ＳＤＧｓへの取組)

メイン強化先や農業参入法人に対する融資・相談対応を積極的に行うほか、農業生産・

生活の場である農村・地域の基盤を守るための取組を行い、当会の事業活動が与える多

面的な影響にも配慮しながら、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たします。 

○収益・財務基盤の強化

統合的リスク管理態勢を適切に運営し、中長期的な経営の安定、ＪＡに対する安定的な

収益還元に取組みます。
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第３１回岐阜県ＪＡ大会にて、「対話を通じた農業・地域・ＪＡの未来づくり～不断の自己改

革によるさらなる進化～」を取組の基本方針とし、「農業者の所得増大の実現」、「「食」と「農」

を通じた地域活性化への貢献」、「自己改革を支える経営基盤強化」、「岐阜県ＪＡグループ全

体での協同の力の発揮」への取組を決議しました。 

これを受け、当会は「岐阜県ＪＡバンク中期戦略（２０２２～２０２４年度）」を策定し、「農業」・

「くらし」・「地域」の各領域において、組合員・利用者の目線に立ち、地域の実情を踏まえた施策

展開および課題解決に取組むこととしました。 

Ⅰ 農業者の所得増大の実現 

将来の地域農業を見通し、担い手経営体への経営支援や次世代の担い手の育成支援を

通じて計画的に地域農業を振興するとともに、売れる農畜産物の生産・販売強化及びトータ

ル生産コストの低減に取り組み、農業者の所得増大を実現する。

Ⅱ 「食」と「農」を通じた地域活性化への貢献 

地域の食と農をつなぐ地産地消を促進するとともに、食と農の仲間づくりのための組合員の

拡大に取り組む。また、組合員の「わがＪＡ」意識の向上に段階的に取り組むことにより、「食」

と「農」を通じた地域活性化へ貢献する。 

Ⅲ 自己改革を支える経営基盤強化 

組合員が将来にわたってＪＡの事業を幅広くかつ継続的に利用できるよう、総合事業再編

戦略、経済事業の収支改善及び中期要員計画に基づく要員管理に取り組む。また、リスクを

組織的に管理する「３つのディフェンスライン」の強化にも取組む。これらの取り組み内容を反

映した中期経営計画を策定し、実践することにより、自己改革を支える経営基盤強化を図

る。 

Ⅳ 岐阜県ＪＡグループ全体での協同の力の発揮 

今後も組合員及び地域にとってなくてはならないＪＡとして、存在意義を発揮し続けていくた

めには、組合員の声を聴き、自己改革の実践を通じて、岐阜県ＪＡグループ全体で協同の力

を発揮することが重要である。ついては、農業者の所得増大の実現や地域活性化等に貢献

するため、県域での事業展開や農業関連施設等のＪＡ間連携に取り組み、事業の合理化・

効率化を実現する。 

また、組織整備の方向性について検討を進める。 
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担い手のニーズに応えるための体制 

○農業金融応援プロジェクトの取組 

当会では、岐阜県ＪＡバンク中期戦略における具体的取組事項の実施ならびに農業者

向けの事業融資の強化や関連産業への投融資などに向けた中長期的な戦略の策定を担

うことを目的として、「農業金融応援プロジェクト」を設置しています。 

 

 

 

「農業金融応援プロジェクト」では、ＪＡと農業法人・担い手農業者等との関係強化を図る

ため、ＪＡ担当者との同行訪問の実施、担い手農業者等の資金ニーズの掘り起こしを目的

としたＪＡ営農・経済部門等との連携強化にかかる支援を行うとともに、県・中央会・他連合

会・諸団体等との連携を図り、担い手農業者等の農業所得増大ならびに事業推進目標達

成に向けた支援を行っています。 

また、担い手農業者等の資金需要に幅広く対応するため、日本政策金融公庫との連携

強化にも努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

31





  

県の制度資金である農業近代化資金をはじめ、農業経営に必要な設備資金や運転資金

に対応するアグリサポート資金、農業生産および農産物の加工・流通・販売等に対応するア

グリグロース資金等をご用意しています。 

また、岐阜県等と連携し、大口の初期投資を必要とする畜産農家等の新規就農者に対す

る資金として、県の制度資金である岐阜県新規経営体育成資金の取扱いを行っています。 

農業資金の詳細については、ｐ５４の「農業者向けご融資」をご覧ください。 

○農業融資残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新規実行推移 

商品名 
県内ＪＡおよび当会での取扱い 

資金の内容 
窓口 年度 件数 実行金額 

アグリグロース 

資金 
当会 

３年度 １９件 ４０５百万円 
農業生産および農産物の加
工・流通・販売等に関する設
備資金および運転資金 

４年度 １５件 ４１８百万円 

５年度 ２３件 ６４８百万円 

アグリサポート 

資金 
ＪＡ 

３年度 ４８３件 ２，１０５百万円 

農業経営等に必要な設備資
金および運転資金 

４年度 ５２６件 ２，０７３百万円 

５年度 ５４２件 ２，３１７百万円 

 

○日本政策金融公庫受託貸付金新規実行推移 

受託貸付金 件数 実行金額 （うち青年等就農資金） 

３年度 ３９件 ２８７百万円  （２０４百万円） 

４年度 ９０件 ３８４百万円  （３０７百万円） 

５年度 ７４件 ２９７百万円  （２２７百万円） 

・・取扱資金・・ 青年等就農資金、農業経営基盤強化資金（スーパーＬ）、経営体育成強化資金、 

農林漁業セーフティネット資金、農業基盤整備資金等 

  
主な農業資金 

 

※残高は、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な

資金や、農産物の加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。 
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○食の安全支援事業 

県内農畜産物の安全確保・品質向上による販売力強化を目的として、担い手農業者等

が取組む「ＧＡＰ（農業生産工程管理）認証」の取得・維持にかかる費用の一部助成を行い

ました。 

助成 
GLOBAL GAP J GAP ASIA GAP 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

３年度 ３件 １，２００千円 １３件 ２，１３９千円 １件 ２００千円 

４年度 － － ８件 １，４５１千円 － － 

５年度 － － ２件 ３６６千円 － － 

 

○クラウドファンディング運営会社との業務提携 

    県内農業法人をはじめとする地域事業者の皆さまの商品開発、販路開拓等の支援を目

的として、購入型クラウドファンディングサイトを運営する株式会社新東通信と業務提携をし、

同社が運営するクラウドファンディングサイト「夢チューブ」および、事業パートナーを務める

「未来ショッピング」等を活用したクラウドファンディングの利用を紹介しています。 

また、令和４年６月には、新たに株式会社ＣＡＭＰＦIＲＥと業務提携を結び、県内農業の

更なる発展ならびに地域経済の活性化に向けた取組を積極的に推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 

利用希望 
④ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ検討･実施 

③地域の事業者紹介 

地域の事業者 

ＪＡ岐阜信連 
（株）新東通信 

（株）ＣＡＭＰＦＩＲＥ 

 

 

①ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 

ｽｷｰﾑ紹介 
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種 類 内 容 期 間 預入金額 

普 通 貯 金 

必要に応じて、いつでも、いくらでも出し入れが自由。給

与・年金のお受け取りや、各種公共料金のお支払いにサ

イフがわりにお使いいただけます。 

定めなし 1円以上 

決 済 用 貯 金 

必要に応じて、いつでも、いくらでも出し入れが自由。給

与・年金のお受け取りや、各種公共料金のお支払いにサ

イフがわりにお使いいただけますが、利息はつきません。 

定めなし 1円以上 

貯 蓄 貯 金 

個人の場合にご利用可能な貯金で普通貯金と同様、出

し入れが自由。お預け入れ残高に応じて金利が、自動的

に5段階で変わります。ご希望により普通貯金とのスウィン

グサービスもご利用いただけます。（注１） 

定めなし 1円以上 

当 座 貯 金 
手形･小切手の決済口座としてご利用いただけます。利息

はつきません。 
定めなし 1円以上 

通 知 貯 金 
さしあたって必要としないまとまった資金の短期運用にご

利用いただけます。 
7日以上 5万円以上 

スー パー定 期 

1円からお預け入れいただけ、個人の場合、お預け入れ

期間が３年以上であれば一部支払いができ、半年複利で

利息計算いたします。 

1か月以上 

5年以内 
1円以上 

大口定期貯金 
1,000万円以上のまとまった資金の運用に高い利回りでご

利用いただけます。 

1か月以上 

5年以内 
1,000万円以上 

期日指定 

定期貯金 

個人の場合にご利用可能な貯金で１年間の据置期間を

経過した後であればいつでも解約できる貯金で、１年複利

で利息計算いたします。 

最長3年 
1円以上 

300万円未満 

変動金利 

定期貯金 

金融情勢に合わせて6か月毎に金利が変わる貯金で、金

利上昇時には有利な運用が期待できます。（注２） 
1年、2年、3年 1円以上 

積立式 

定期貯金 

一定の日に一定の金額を普通貯金からの振り替え等によ

り期日指定定期貯金、スーパー定期または大口定期とし

て積み立てる貯金で目的に応じ、エンドレス型、満期型、

年金型（個人のみ）がご利用いただけます。 

エンドレス型 

  定めなし 

満期型 

（積立期間） 

6か月以上10年以内 

(据置期間) 

1か月以上3年以内 

年金型 

（積立期間） 

12か月以上 

(据置期間) 

2か月以上10年以内 

（支払期間） 

3か月以上20年以内 

1円以上 
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種 類 窓 口 内 容 借 入 金 額 期 間 

ア グ リ サ ポ ー ト 資 金 ＪＡ 

農業経営等に必要な設備

資金および運転資金 

（原則として農業近代化資

金等の制度資金で対応で

きないもの） 

【１件あたりのご融資金額】 

（個人の場合） 

・認定農業者 

1,800万円まで 

基金協会保証付 

3,600万円まで 

・それ以外の農業者 

1,500万円まで 

基金協会保証付 

3,000万円まで 

（法人・団体の場合） 

・認定農業者 

3,600万円まで 

基金協会保証付 

7,200万円まで 

・それ以外の農業者 

3,000万円まで 

基金協会保証付 

6,000万円まで 

 

【ご融資限度額（災害用ア

グリサポート資金を含む）】 

（個人の場合） 

・認定農業者 

5,400万円まで 

うち、基金協会保証付

3,600万円まで 

・それ以外の農業者 

4,500万円まで 

うち、基金協会保証付

3,000万円まで 

（法人・団体の場合） 

・認定農業者 

1億 800万円まで 

うち、基金協会保証付

7,200万円まで 

・それ以外の農業者 

9,000万円まで 

うち、基金協会保証付

6,000万円まで 

基金協会保証付き 

15年以内 

（据置期間 3年含む） 

基金協会保証なし 

10年以内 

（据置期間 3年含む） 

ア グ リ グ ロ ー ス資 金 当会 

農業生産および農産物の

加工・流通・販売等に関す

る設備資金および運転資

金 

5,000万円以内 

※機関保証を付保する場

合はその定めによる。 

短期資金 

1年以内 

長期資金 

10年以内 

（据置期間2年含む） 

※機関保証を付保する

場合はその定めによ

る。 
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種 類 窓 口 内 容 借 入 金 額 期 間 

災害用アグリサポート資金 ＪＡ 

自然災害等に被災した組

合員等の、農業経営維持

や再開を目的とする資金 

（原則として岐阜県の自然

災害等にかかる制度資金

で対応できないもの） 

※対象となる自然災害

①「激甚災害に対処するた

めの特別の財政援助等

に関する法律」により激

甚災害として指定された

災害

②災害救助法が適用され

た災害

③家畜伝染病予防法に基

づく初動対応が実施さ

れた災害

【１件あたりのご融資金額】 

（個人の場合） 

・認定農業者

1,800万円まで

基金協会保証付

3,600万円まで 

・それ以外の農業者

1,500万円まで

基金協会保証付

3,000万円まで 

（法人・団体の場合） 

・認定農業者

3,600万円まで

基金協会保証付

7,200万円まで 

・それ以外の農業者

3,000万円まで

基金協会保証付

6,000万円まで 

【ご融資限度額（アグリサポ

ート資金を含む）】 

（個人の場合） 

・認定農業者

5,400万円まで

うち、基金協会保証付

3,600万円まで 

・それ以外の農業者

4,500万円まで

うち、基金協会保証付

3,000万円まで 

（法人・団体の場合） 

・認定農業者

1億 800万円まで

うち、基金協会保証付

7,200万円まで 

・それ以外の農業者

9,000万円まで

うち、基金協会保証付

6,000万円まで 

基金協会保証付き 

15年以内 

（据置期間 3年含む） 

基金協会保証なし 

10年以内 

（据置期間 3年含む） 

農 業 近 代 化 資 金 

（制度資金） 

ＪＡ 

当会 

農業経営等に必要な設備

資金および運転資金 

個人の場合 

1,800万円 

（県知事特認：2億円） 

法人等の場合 

2億円 

農業参入法人の場合 

1億5,000万円 

認定農業者 

原則15年以内 

（据置期間7年含む） 

認定農業者以外 

原則15年以内 

（据置期間3年含む） 

岐阜県新規経営体育成資金 

（制度資金） 
ＪＡ 

就農開始に必要な前向き

資金 
3,750万円以内 

25年以内 

（据置期間3年含む） 
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種 類 窓 口 内 容 借 入 金 額 期 間 

農業経営改善支援資金 ＪＡ 
ＪＡから借入している農業

資金の借換に必要な資金 
2,000万円以内 

20年以内 

（据置期間 2年含む） 

ＪＡ交付金等つなぎ資金 ＪＡ 

国等の行政による農業者

の成長・安定に向けた各種

交付金等受領までに必要

な資金 

畑作物の直接支払交付

金、米・畑作物の収入減

少影響緩和交付金、水田

活用の直接支払交付金、

高収益作物次期作支援交

付金として支払われる金額

のうち、ＪＡ口座に入金され

る金額の範囲内 

１年以内 

岐阜県豚熱緊急対策資金 

（制度資金） 

ＪＡ 

当会 

所有する家畜の殺処分等

を実施した農業者が国の

手当金等を受領するまで

の間に必要な資金 

県が貸付案件ごとに個別

に認める額 
1年以内 

家畜疾病経営維持資金 

（制度資金） 

ＪＡ 

当会 

畜産経営の再開、継続お

よび維持に必要な運転資

金 

経営再開資金 

 個人の場合 

   2,000万円 

 法人等の場合 

   8,000万円 

経営継続資金・経営維持資金 

乳用牛1頭あたり 

130,000円 

肥育用牛1頭あたり 

130,000円 

繁殖用雌牛1頭あたり 

65,000円 

肥育豚1頭あたり 

13,000円 

繁殖豚1頭あたり 

26,000円 

繁殖用めん羊および山羊 

１頭あたり 

13,000円 

家きん 100羽あたり 

52,000円 

7年以内 

（据置期間 3年含む） 
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□  決算の状況

財務諸表

貸借対照表

令和4年度 令和5年度
(令和5年3月31日) (令和6年3月31日)

     2,666,177      2,596,225 

     15,778      9,202 

系 統 預 け 金      9,261      5,569 

系 統 外 預 け 金      582      632 

     2,640,531      2,580,804 

     23      16 

国 債      119,300      90,400 

地 方 債      0      0 

政 府 保 証 債      14,149      18,241 

金 融 債      145      170 

社 債      8      14 

外 国 証 券      247      246 

株 式      366      5,608 

受 益 証 券      4      4 

投 資 証 券      22      13 

     12,601      12,171 

手 形 貸 付      12      8 

証 書 貸 付      740      4 

当 座 貸 越      5,034      5,129 

金 融 機 関 貸 付      3,703      3,703 

     78      81 

仮 払 金      1,198      1,280 

未 収 金      54      64 

未収還付法人税等      450      6,981 

そ の 他 の 資 産      134      130 

未 収 収 益      2,805,247      2,717,108 

前 払 費 用

未 決 済 為 替 貸      101,618      123,618 

     56,072      78,072 

建 物      70,836      72,623 

土 地      34,855      35,795 

建 設 仮 勘 定      35,981      36,827 

その他の有形固定資産 経営基盤安定化積立金      9,900      10,000 

特 別 積 立 金      17,194      17,194 

ソ フ ト ウ ェ ア 当期 未処 分剰 余金      8,886      9,633 

その他の無形固定資産 （ う ち 当 期 剰 余 金 ）      4,674      5,371 

     172,455      196,241 

系 統 出 資      2,337      19,863 

系 統 外 出 資      2,337      19,863 

子 会 社 等 出 資      174,792      216,105 

     2,980,039      2,933,214 資 産 の 部 合 計      2,980,039      2,933,214 負債及び純資産の部合計

貸 倒 引 当 金 1,652     △        1,530     △        

純 資 産 の 部 合 計

債 務 保 証 見 返      134      130 

     1,327      1,330 

     25      25 

評価・換算差額等合計

外 部 出 資      134,661      134,661 会 員 資 本 合 計

     133,307      133,305 その 他有 価証 券評 価差 額金

     104      67 

     2      2 

     0      7 その他利 益剰 余金

     35      25 

有 形 固 定 資 産      990      995 

     2,043      2,213 

（ う ち 後 配 出 資 金 ）

     49      42 

無 形 固 定 資 産      107      70 

     364      372 利 益 剰 余 金

     590      590 利 益 準 備 金

     1,383      1,123 

（ 純 資 産 の 部 ）

     190      179 

出 資 金

     4      4 

債 務 保 証

     0      - 

負 債 の 部 合 計

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

     5      43 

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

諸 引 当 金

相 互 援 助 積 立 金

前 受 収 益

未 決 済 為 替 借

そ の 他 の 負 債

そ の 他 資 産      3,677      3,606 

未 払 費 用

     13,861      12,144 

     88,515      120,598 

資 産 除 去 債 務

     3,870      3,231 

     232,866      256,719 

仮 受 金

     1,090      1,100 

貸 出 金      339,114      392,693 

     2,659      3,167 

     244,582      287,759 

     179,002      193,158 貯金利子諸税その他

     17,854      15,391 従 業 員 預 り 金

     -      1,874 未 払 法 人 税 等

     74,130      72,248 代 理 業 務 勘 定

     37,958      29,551 そ の 他 負 債

有 価 証 券      778,139      780,258 

     220,861      176,007 借 用 金

金 銭 の 信 託      18,939      25,322 

定 期 積 金

別 段 貯 金

定 期 貯 金

     189      102 

預 け 金      1,703,668      1,594,605 当 座 貯 金

     1,703,479      1,594,503 普 通 貯 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金      2,258      2,400 貯 金

（単位：百万円）

科目
令和4年度 令和5年度

科目
(令和5年3月31日) (令和6年3月31日)
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損益計算書

( （
( （

( (

（単位：百万円）

科目

金 額

令和4年度 令和5年度
自令和4年4月 1日 自令和5年4月 1日
至令和5年3月31日 至令和6年3月31日

貸 出 金 利 息 1,944   2,243   
預 け 金 利 息 35   33   

経 常 収 益 30,735   29,480   
資 金 運 用 収 益 20,671   16,502   

そ の 他 受 入 利 息 8,410   7,785   
（ う ち 受 取 奨 励 金 ） 7,529 ) 7,633 ) 

有 価 証 券 利 息 配 当 金 10,281   6,441   

受 入 為 替 手 数 料 152   152   
そ の 他 の 受 入 手 数 料 1,908   1,949   

（ う ち 受 取 特 別 配 当 金 ） 876 ) 148 ) 
役 務 取 引 等 収 益 2,060   2,102   

国 債 等 債 券 売 却 益 2,024   511   
受 取 助 成 金 14   17   

そ の 他 事 業 収 益 3,936   2,426   

株 式 等 売 却 益 3,784   7,250   

そ の 他 経 常 収 益 4,066   8,449   
そ の 他 の 事 業 収 益 1,897   1,897   

経 常 費 用 25,663   23,639   
資 金 調 達 費 用 12,552   12,406   

金 銭 の 信 託 運 用 益 231   1,004   
そ の 他 の 経 常 収 益 49   72   

借 用 金 利 息 401   395   

貯 金 利 息 87   81   
譲 渡 性 貯 金 利 息 0   0   

役 務 取 引 等 費 用 1,498   1,499   
支 払 為 替 手 数 料 11   11   

そ の 他 支 払 利 息 12,063   11,929   
（ う ち 支 払 奨 励 金 ） 12,061 ) 11,928 ) 

国 債 等 債 券 売 却 損 9,052   7,214   
そ の 他 事 業 費 用 9,052   7,214   

そ の 他 の 支 払 手 数 料 1,486   1,487   

人 件 費 1,070   1,083   
物 件 費 1,233   1,290   

経 費 2,360   2,427   

株 式 等 売 却 損 81   74   
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 77   -   

税 金 57   54   
そ の 他 経 常 費 用 199   90   

そ の 他 の 経 常 費 用 6   16   
経 常 利 益 5,071   5,841   

金 銭 の 信 託 運 用 損 33   -   

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 421   497   
法 人 税 等 調 整 額 △　　　　24   △　　　　27   

税 引 前 当 期 利 益 5,071   5,841   

当 期 首 繰 越 剰 余 金 4,212   4,261   
当 期 未 処 分 剰 余 金 8,886   9,633   

法 人 税 等 合 計 397   469   
当 期 剰 余 金 4,674   5,371   

121   -   貸 倒 引 当 金 戻 入 益
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キャッシュ・フロー計算書

自 令 和 4 年 4 月 1 日 自 令 和 5 年 4 月 1 日

至 令 和 5 年 3 月 31 日 至 令 和 6 年 3 月 31 日

     5,071      5,841 

     83      85 

     37 121           △          

     116      95 

20,671           △     16,502           △     

     12,552      12,406 

     3,934      56 

198           △          1,004           △       

49,794           △     53,579           △     

     21,500      138,000 

8,374           △       69,952           △     

29,500           △     9,400           △       

     21,162      17,379 

13,993           △     12,842           △     

2,499           △       2,499           △       

     789      4,457 

59,783           △          12,419 

1,225           △       212           △          

61,008           △          12,206 

216,506           △    128,683           △    

     277,750      134,785 

     2,656      13,664 

5,721           △       6,411           △       

     1,047      2,155 

37,000           △     16,065           △     

     37,000      16,065 

94           △           53           △           

     7      0 

0           △             0           △             

     59,138      15,457 

     - 19,500           △     

     2,500      22,000 

出資配当金の支払額 1,066           △       1,084           △       

     1,433      1,415 

435           △               29,079 

     10,358      9,922 

     9,922      39,002 

（単位：百万円）

科 目

令和4年度 令和5年度

1 事 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資金調達費用

税引前当期利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

その他の引当金・積立金の増減額（△は減少）

資金運用収益

有価証券関係損益（△は益）

金銭の信託の運用損益（△は益）

貸出金の純増（△）減

預け金の純増（△）減

貯金の純増減（△）

資金運用による収入

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）

資金調達による支出

事業分量配当金の支払額

その他

小 計

法人税等の支払額

事 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

２ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

３ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

有価証券の償還による収入

金銭の信託の増加による支出

金銭の信託の減少による収入

固定資産の取得による支出

固定資産の売却による収入

外部出資による支出

買入金銭債権の取得による支出

買入金銭債権の償還による収入

６ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

借入金の減少による支出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

４ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

５ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

出資の増額による収入
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剰余金処分計算書

1,084   1,103   

683   683   

401   420   

令和4年度  事業分量配当金として、 特別定期貯金平残1,000,000円につき381円25銭（10億円相当）
 加えて特例措置として、 特別定期貯金平残1,000,000円につき381円25銭（10億円相当）
 加えて臨時措置として、 特別定期貯金平残1,000,000円につき190円62銭（5億円相当）
 ※特別定期貯金平残は、見合担保貸出相当額、中途解約相当額を除いています。

令和5年度  事業分量配当金として、 特別定期貯金平残1,000,000円につき388円67銭（10億円相当）
 加えて特例措置として、 特別定期貯金平残1,000,000円につき388円67銭（10億円相当）
 加えて臨時措置として、 特別定期貯金平残1,000,000円につき194円33銭（5億円相当）
 ※特別定期貯金平残は、見合担保貸出相当額、中途解約相当額を除いています。

当 期 未 処 分 剰 余 金 8,886   9,633   

（単位：百万円）

科 目
金 額

令和4年度 令和5年度

利 益 準 備 金 940   1,080   

任 意 積 立 金 100   -   

剰 余 金 処 分 額 4,624   4,683   

（注）1.  事業分量配当金の基準は、次のとおりです。

2.  経営基盤安定化積立金の積立目的、積立目標額、積立基準は次のとおりです。
 ア　積立目的　   県下信用事業の基盤の維持強化に資するため予測しがたい諸リスクに備えて積み立て
 　　　　　　　　　　 るものとする。
 イ　積立目標額  特別積立金の残高に達するまでの額
 ウ　取崩基準　   総会の決議に基づき、上記目的に照らして必要な額を取り崩すことができるものとする。

事 業 分 量 配 当 金 2,499   2,499   

次 期 繰 越 剰 余 金 4,261   4,949   

普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金 (1.50%) (1.50%)

後 配 出 資 に 対 す る 配 当 金 (0.75%) (0.75%)

経 営 基 盤 安 定 化 積 立 金 100   -   

出 資 配 当 金
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〒500-8367　岐阜市宇佐南4丁目13番1号
TEL.058-276-5111　FAX.058-278-0135

岐阜県信用農業協同組合連合会
〈https://www.jabankgifu.or.jp/〉

豊かな緑につつまれた笠置山（かさ
ぎやま）と権現山（ごんげんやま）に囲
まれた恵那市中野方町坂折。
扇状に広がる「坂折棚田」は、約四百
年前から築かれました。先人たちの知
恵と努力が凝縮された石積みの棚田
は、訪れる人の心を癒してくれます。
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